事　務　執　行　概　要

企画推進グループ

１　庶務事務について
　　課の一般庶務事項を掌るとともに、課内の諸給与、課の物品購入管理事務、課業務の連絡調整等に関する事務を行い、事務事業の適正な執行に努めた。
２　企画調整事務について
　　課の企画関係全般（議会、国家要望、各種調査照会、広報・広聴他）について、課内、部内及び庁内の調整を行い、迅速な事務処理に努めた。
３　おおさかスマートエネルギープランに基づく施策の推進　　　

　　府市エネルギー政策審議会の答申を踏まえて令和３年３月に策定した「おおさかスマートエネルギープラン」に基づき、「大阪府・大阪市で取組むエネルギー関連の施策事業集～2021年度アクションプログラム～」に掲げた施策に取り組んだ。

	 項目
	2030年度目標値
	達成状況

	自立・分散型
エネルギー導入量
	250万kw以上+28万kW  
	191.3万kW（2020年度）
【達成率：76.5％】

	再エネ利用率
	35％以上
	22.7％（2020年度）
【達成率：64.9％】

	エネルギー利用効率
	40％以上改善
（2012年度比）
	約14%改善（2018年度）

【達成率：35.0％】


（プランの目標及び達成状況）
４　おおさかスマートエネルギー協議会

　　府民、民間事業者、市町村、エネルギー供給事業者等が、地域レベルでエネルギーに関する情報を共有し、相互に連携した創エネ･省エネの取組みを進めた。

（開催状況）
	会  　議　  名
	テ ー マ
	開催回数

	全　体　会　議
	国の温暖化・エネルギー政策の動向
大阪府・大阪市の取組み　など
	2

	部門別
会議
	事業者・家庭部門
	地域の脱炭素化に向けて地方自治体に求められる取組み
上水道施設における小水力発電の設置例　など
	4

	
	市町村部門
	省エネルギーに関する取り組み
地球温暖化対策、適応策及び暑さ対策　など
	4


５　関西広域連合「エネルギー検討会」への参画

エネルギー検討会において、関西圏水素サプライチェーン構想の作成など、関西圏における水素

エネルギーの利活用の実用化に向けた広域的な取組みの検討に参画した。
スマートエネルギーグループ

１　おおさかスマートエネルギーセンターの設立･運営

　　大阪府市共同で、エネルギー関連事業の推進拠点として設置した「おおさかスマートエネルギーセンター」において、創エネ・省エネの普及に係る様々な事業を推進した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	元
	予　算　額
	0
	0
	2,131
	2,131
	4,262

	
	決　算　額
	0
	0
	1,973
	1,973
	3,945

	２
	予　算　額
	0
	0
	2,210
	2,211
	4,421

	
	決　算　額
	0
	0
	1,776
	1,777
	3,553

	３
	予　算　額
	0
	0
	2,106
	2,106
	4,212

	
	決　算　額
	0
	0
	1,927
	1,927
	3,854


（1） 創エネ・省エネ等相談
府民・事業者からの創エネ・省エネに係る相談・問い合わせ等にワンストップで対応した。

・相談件数：716件

（2） 事業者の省エネ活動の啓発
業界団体・商工会議所等の会員事業者等に、省エネ診断・国の補助金情報等を周知し、設備の省エネ運用改善・改修の取組みを促した。
・省エネ診断受診：10事業所

・省エネセミナーの開催・講演：主催2回、講演12回
（3） 省エネコストカットまるごとサポート事業
省エネでコストを削減し、経営基盤を強化したいと考えている中小事業者等を支援するため、省
エネを実行するまでのプロセスの最初から最後までを切れ目なくサポートする省エネコストカット
まるごとサポート事業を実施した。
・実施件数：41件

（4） ＢＥＭＳ普及啓発事業
エネルギーマネジメントシステム（EMS）の認知度向上や普及促進を図るため、チラシ、ポスタ
－、導入事例集を活用してセミナー等でPRするとともに、おおさか版BEMS事業者と中小事業者の

マッチングを図った。
・登録事業者：19社

（5） 太陽光パネル設置普及啓発事業
府民が安心して住宅の屋根に太陽光パネルを設置できるよう、府が定める要件を満たす優良な民間事業者（販売店、施工店など）を登録し、府ホームページにおいて紹介した。

・登録事業者：69社

・自主的な行動基準（※）届出事業者：69社 
※ 府が示したモデル的な行動基準を参考に、事業者自ら定めた基準。

（6） 太陽光発電及び蓄電池システムの共同購入支援事業
住宅用太陽光発電及び蓄電池システムの更なる普及のため、府域より共同購入を希望する府民を募り、スケールメリットを活かした価格低減を図り、購入希望者と施工事業者のマッチングを促進した。

・マッチング実績　133件（導入量：太陽光パネル482.9kW、蓄電池575.8kWh）

（7） おおさか低利ソーラークレジット事業
府民の太陽光発電設備設置促進に向け、その導入コストの負担軽減を図るため、信販会社と連携

し、府の登録販売店で簡易に手続可能な、低利ソーラークレジット事業を実施した。

・活用実績：4件

（8） ＺＥＨ（ゼッチ）普及啓発事業
住宅展示場・ハウスメーカー等と連携し、チラシ配架やイベント実施、宿泊体験等によりＺＥＨの普及啓発を行った。また、ＺＥＨをわかりやすく紹介する動画を公開した。
（9） 再エネ電力調達マッチング事業
事業者における再生可能エネルギーの利用促進により、広域的な再生可能エネルギーの普及拡大を図るため、需要家と全国の再エネ発電事業者とのマッチングを促進した。
　　　・マッチング実績　19件（需要家9者　計19施設、発電事業者5者）

（10）公共施設や民間施設の遊休地（屋根含む）と発電事業者のマッチング
公共施設等の屋根貸しや土地貸し、ため池での水面貸しなどを活用した太陽光発電の導入拡大を

目指し、働きかけや情報提供を実施した。
（11）地中熱普及促進事業
府域の地中熱利用の普及促進を図るため、地中熱の排熱可能量（ポテンシャル）等の目安を容易に把握できるよう国の研究機関との共同研究により作成した「地中熱ポテンシャルマップ」及び地中熱利用を行っている事例をまとめた「地中熱利用設備導入事例集」を活用した普及啓発を行った。
２　太陽光発電施設の適切な設置に向けた取組み
太陽光発電施設の不適切な設置や事業者と地域住民とのトラブルの未然防止等を図り、地域との共生を推進するため、国・府・関係市町村の「情報共有」「連携協力」を図る「大阪モデル」を継続し、市町村における「太陽光発電施設の設置及び管理に関する条例」の検討にあたっての支援を行った。
環境戦略グループ

１　大阪府環境審議会の運営
　　環境基本法及び自然環境保全法並びに大阪府環境審議会条例に基づき、府域における環境の保全に関する基本的事項及び自然環境の保全に関する重要事項の調査審議等を行う「大阪府環境審議会」の令和３年度における審議状況は次のとおりである。

（審議会の開催状況）
	開　催
年月日
	議　　　　　　　題

	令和３年６月８日
	○審議事項
・今後の大阪湾における環境の保全・再生・創出のあり方について（諮問）
・事業者における脱炭素化を促進するための制度のあり方について（諮問）

・大阪府生物多様性地域戦略の策定について（諮問）
・建築物の環境配慮のあり方について（答申）

・温暖化対策部会運営要領の改正について
・循環型社会推進計画部会及び食品ロス削減推進計画部会の廃止について
○報告事項
・環境保全活動補助事業の審査結果について（環境・みどり活動促進部会報告）

	令和３年11月８日
	○審議事項
・今後の大阪府生活環境の保全等に関する条例のあり方について（第二次答申）
・ゼロエミッション車を中心とする電動車の普及促進に向けた制度のあり方について（答申）
・事業者における脱炭素化を促進するための制度のあり方について（答申）
○報告事項
・大阪府生物多様性地域戦略の策定について（生物多様性地域戦略部会中間報告）
・大阪21世紀の新環境総合計画の評価結果及び2030大阪府環境総合計画の進行管理について（環境総合計画部会報告）
・大阪府地球温暖化対策実行計画及びおおさかヒートアイランド対策推進計画の進捗状況について （温暖化対策部会報告）
・環境保全基金・みどりの基金活用事業の審査結果等について（環境・みどり活動促進部会報告）
・鳥獣３計画の策定について（野生生物部会報告）

	令和４年１月24日
	○審議事項
・大阪府生物多様性地域戦略の策定について（答申）
○報告事項
・環境保全基金・みどりの基金活用事業の審査結果等について（環境・みどり活動促進部会報告）


２　2030大阪府環境総合計画の推進及び進行管理の方法の検討

令和３年３月に策定した「2030大阪府環境総合計画」に基づき、豊かな環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ効果的に推進した。
「大阪府環境審議会環境総合計画部会」において、毎年度の個別計画に係る毎年度の進行管理の方法について検討した。その結果を踏まえ、環境の保全等に関して講じようとする施策、環境の状況及び講じた施策をとりまとめて大阪府議会に報告するとともに、環境の状況及び講じた施策は環境審議会にも報告して意見聴取し、その結果を公表することとした。

　
３　環境白書の作成

府域の環境の状況及び府の環境施策を取りまとめ、「大阪府環境白書」を作成し、ホームページへ掲載した。

４　豊かな環境づくり大阪府民会議
事業者、府民、民間団体の協働により、豊かな環境の保全と創造に関する活動を積極的に推進するため、「豊かな環境づくり大阪府民会議」運営した。
運営委員会を１回開催し、「令和４年度 豊かな環境づくり大阪行動計画」を策定したほか、府民会議に4つの分科会を設置し、「おおさか３Ｒキャンペーン」、「万博×環境　未来を描こうプロジェクト」、「おおさかマイボトルパートナーズ」などの事業を実施した。
　・会員数　81団体（令和３年度　９団体が新規加入）

５　おおさか環境賞
環境の保全又は創造に資する活動に自主的に取り組んでいる個人、団体、事業者の中から、他の模範となる者を表彰した。
・大賞：５件、準大賞：２件、奨励賞：３件、協働賞：２件
６　環境保全活動補助制度
　　民間団体等の豊かな環境の保全及び創造に資する自主的な活動を促進するため、他の模範となる環境保全活動に対し補助金を交付した。
・事業実施団体：５団体
・補助総額：739千円
（千円）
	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	元
	予　算　額
	0
	0
	2,500
	0
	2,500

	
	決　算　額
	0
	0
	1,250
	0
	1,250

	２
	予　算　額
	0
	0
	300
	0
	300

	
	決　算　額
	0
	0
	300
	0
	300

	３
	予　算　額
	0
	0
	1,325
	0
	1,325

	
	決　算　額
	0
	0
	739
	0
	739


根拠法令等：大阪府補助金交付規則、大阪府環境保全活動補助金交付要綱
７　大阪府環境保全基金の運営　
　　環境保全に関する普及啓発事業等の一層の推進を図るため、平成２年３月に設置した環境保全基　　金の充実を図るとともに、その運用益等を活用して府民協働推進事業のほか、環境保全活動補助事業、「おさかプラスチックごみゼロ宣言」推進事業、おおさか気候変動適応・普及強化事業などの事業を実施した。
　　　・基金寄附金等積立額　　13,259千円
　　　・基金取崩額　　　　　　40,315千円
８　環境配慮に関する啓発
　　ホームページ等を活用して、民生部門（家庭・オフィス）を中心に環境にやさしい行動（エコアクション）の普及啓発を実施した。
特に、環境基本法で定められた「環境の日」（６月５日）を含む毎年６月を「環境月間」として、環境問題に関する意識の向上を図るための啓発を行った。
９　太陽光発電設備の設置による地域環境活動の推進

　株式会社エコスタイル（本社：大阪市）と協定を締結し、同社が、地域環境活動を行うNPO等に公益的施設に設置する太陽光発電設備を無償で提供し、NPO等は同設備を活用して地域環境活動に取り組むことにより、府域の環境活動の活性化を図った。

　　・採択事業団体：０団体（応募５団体。屋根形状等により設置できず。）
　　　※令和元年度に採択した１団体が環境活動継続中。

・根拠法令等：太陽光発電設備の設置による地域環境活動の推進に係る協定書
１０　地球温暖化防止対策の推進
（１）地球温暖化防止活動推進事業
　　　近年、二酸化炭素等温室効果ガスの増加が著しい民生部門（家庭、オフィス）において省エネ行動等を普及し、浸透させていくため、令和２年10月に第10期の地球温暖化防止活動推進員を委嘱（令和４年３月31日現在68名　任期：令和４年９月30日まで）して地域の活動を促進するとともに、ＮＰＯ、市町村と協働して地域レベルでの地球温暖化防止活動を展開した。
また、省エネルギーを促進するため、関西広域連合と連携して、府民・事業者に対し広報誌、メルマガ等によるエコスタイルの呼びかけや、府民向けに適正冷房や省エネ家電買い替え等を促すクールチョイスキャンペーン等を実施した。
（２）家庭の省エネ・エコライフスタイル推進強化事業
　　　家庭部門における温室効果ガス排出量削減に向け、地球温暖化防止活動推進員を、府民に分かりやすく省エネアドバイスを行う人材として養成した上で、推進員を活用し、各家庭の省エネ診断等を行う個別対応型省エネ相談会を、市町村や民間事業者と連携して実施した。　
（千円）
	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	元
	予　算　額
	0
	0
	3,753
	0
	3,753

	
	決　算　額
	0
	0
	3,705
	0
	3,705

	３
	予　算　額
	0
	0
	4,335
	0
	4,335

	
	決　算　額
	0
	0
	4,224
	0
	4,224


（３）アクションプラン・省エネ法に基づくエネルギー管理事業

　　　令和３年３月に改訂した「ふちょう温室効果ガス削減アクションプラン～大阪府地球温暖化対策実行計画（事務事業編）～」に基づき、府庁自らが率先して温暖化対策を推進するため、環境マネジメントシステム（EMS）を活用し、庁内の省エネや省資源（コピー用紙の削減）、グリーン調達の推進等に取り組んだ。
１１　プラスチックごみ対策　　

平成31年１月に大阪市と共同で行った使い捨てプラスチック削減のさらなる推進などを盛り込んだ「おおさかプラスチックごみゼロ宣言」について、府内市町村・業界団体等に対し、宣言内容への賛同及び宣言実施の呼びかけを行うとともに、咲洲こどもEXPOやATC海洋WEEKなどのイベントにブース出展し、啓発などを実施した。
また、大阪府民会議の分科会であり、府内市町村、業界団体、企業、NPOなどで構成する「おおさかマイボトルパートナーズ」において、マイボトルの利用啓発、給水機の設置、効果的な情報発信などの活動内容や目標をまとめたアクションプログラムを令和３年10月に策定し、これら取組みを進めることで、マイボトルの普及による使い捨てプラスチック容器の使用削減に取り組んだ。
さらに、企業、業界団体、NPOなどで構成する「おおさかプラスチック対策推進プラットフォーム」を令和３年８月に設置し、海洋プラスチックごみ問題について、プラットフォーム会議及び２つの分科会（流出対策分科会、排出抑制事業スキーム分科会）で具体的な対策の検討や効果検証を行い、その成果を共有しホームページで発信した。
・会議開催回数：４回（本会２回、分科会２回）
・効果検証事業実施件数：２件（人工芝流出対策、生分解性プラスチックを活用した資源循環）
（千円）
	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	３
	予　算　額
	0
	0
	2,901
	0
	　　2,901

	
	決　算　額
	0
	0
	2,110
	0
	2,110


１２　環境先進技術の普及

2050年までの府域におけるCO2排出量実質ゼロ、プラスチックごみゼロの実現に向け、事業者等による技術革新を促進するため、府域の長期目標の達成に資する環境先進技術シーズ情報、府域事業者等が貢献し得る国内外の環境課題（ニーズ情報）を調査した。
（千円）
	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	３
	予　算　額
	0
	0
	16,259
	0
	16,259

	
	決　算　額
	0
	0
	16,189
	0
	16,189


温暖化対策グループ

１　地球温暖化対策の推進
（１）温暖化防止条例に基づく事業者指導事業
「大阪府温暖化の防止等に関する条例」に基づき、エネルギーを多く使用する事業者を対象に、温室効果ガスの排出や人工排熱の抑制等についての対策計画書や実績報告書の届出を義務付けるとともに、平成28年度から導入した、対策と削減状況を総合的に評価する「評価制度」を運用し、必要な指導・助言を行った。
また、温暖化防止等に関し、他の事業者の模範となる特に優れた取組みを行った事業者を「おおさかストップ温暖化賞」として表彰し、事業者名等を広く公表することにより、温暖化防止等に関する事業者の意欲を高めるとともに、対策の一層の普及促進を図った。
・実績報告書届出数：808事業者
・対策計画書届出数（評価制度対象）： 549事業者
・おおさか気候変動対策賞：大阪府知事賞２者、優秀賞３者、特別賞13者
（２）大阪府温暖化の防止等に関する条例の改正
　　　「大阪府温暖化の防止等に関する条例」の改正に向けて、大阪府環境審議会温暖化対策部会において、府内事業者における脱炭素化に向けた取組みや電動車の普及を促進するための具体的な制度や施策について検討を行い、事業者における脱炭素化を促進するための制度のあり方について答申を取りまとめた。

　　　また、審議会答申を踏まえ、令和４年３月に「大阪府気候変動対策の推進に関する条例」を施行した。

（温暖化対策部会開催状況）
	回数
	開催日
	議事

	第１回
	R3.5.6
	（１）ゼロエミッション車を中心とする電動車の普及促進に向けた制度のあり
方について

（２）建築物の環境配慮のあり方について

（３）その他

	第２回
	R3.6.28
	（１）事業者における脱炭素化を促進するための制度のあり方について

（２）ゼロエミッション車を中心とする電動車の普及促進に向けた制度にあり
方について
（３）大阪府における2021夏の暑さ対策について
（４）その他


	第３回
	R3.8.20
	（１）事業者における脱炭素化を促進するための制度のあり方について

（２）ゼロエミッション車を中心とする電動車の普及促進に向けた制度のあり
方について

（３）その他

	第４回
	R3.10.11
	（１）事業者における脱炭素化を促進するための制度のあり方について

（２）ゼロエミッション車を中心とする電動車の普及促進に向けた制度のあり
方について

（３）大阪府地球温暖化対策実行計画（区域施策編）及びおおさかヒートアイ
ランド対策推進計画の進捗状況について
（４）その他

	第５回
	R4.1.21
	（１）府域における2021夏の暑さ対策の取組実績についての報告

（２）その他報告事項について

（３）大阪府温暖化の防止等に関する条例に基づく事業者の顕彰に係る審査に
ついて


（３）おおさか気候変動適応・普及強化事業
業界団体等や府内市町村に対し、おおさか気候変動適応センターに集積した科学的知見や連携体制を活用したセミナーを開催することにより、府域における適応の普及強化を行った。
（千円）

	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	３
	予　算　額
	0
	0
	2,134
	0
	2,134

	
	決　算　額
	0
	0
	700
	0
	700


（４）気候変動情報収集・分析事業
　　　環境省の「国民参加による気候変動情報収集・分析事業」を活用し、おおさか気候変動適応センターの活動の一環として、関係団体・学校等と連携のうえ地域の気候変動影響に関する情報の収集を行い、その分析結果や適応策等についてフィードバックを行うことにより、大阪府域での適応に関する取組みを推進した。
　　　・ヒアリング調査　22回

　　　・報告会の開催　２回

（千円）
	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２
	予　算　額
	8,019
	0
	　0
	0
	　　　8,019

	
	決　算　額
	4,903
	0
	　　0
	0
	4,903

	３
	予　算　額
	4,934
	0
	0
	0
	4,934

	
	決　算　額
	3,494
	0
	0
	0
	3,494


２　ヒートアイランド・猛暑対策の推進

（１）ヒートアイランド対策の推進
「大阪府温暖化の防止等に関する条例」に基づく届出の内容について、事業者に対して必要な指導・助言を行うとともに、平成27 年３月に策定した「おおさかヒートアイランド対策推進計画」に基づく対策を推進した。

（２）ヒートアイランド対策技術の普及促進
「おおさかヒートアイランド対策推進計画」に基づく対策について着実かつ効果的・効率的に推進するため、産学官民の連携組織である「大阪ヒートアイランド対策技術コンソーシアム」と協力して、公開セミナーを開催し、対策技術の普及促進等を行った。
　（３）猛暑対策の推進

　　　府域における猛暑対策について、学識経験者等と幅広い観点から意見交換を行うことを目的として設置した「大阪府猛暑対策検討会議」における意見を踏まえ、暑さ指数（WBGT）の情報メールの利用促進や事業者等と連携した取組促進など、猛暑に「備える」、「気づく」、「涼む」の３つの習慣についての普及啓発等を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	年　　度
	　
	財　源　内　訳
	合　計

	
	　
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	元
	予　算　額
	0
	0
	1,796
	138
	1,934

	
	決　算　額
	0
	0
	1,024
	113
	1,137

	２
	予　算　額
	0
	0
	　403
	0
	　　　403

	
	決　算　額
	0
	0
	　　111
	0
	111

	３
	予　算　額
	0
	0
	　349
	0
	　　　349

	
	決　算　額
	0
	0
	　　53
	0
	53
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